
県営住宅家賃の過大徴収について 

 

R7.7.28 

長野県建設部建築住宅課公営住宅室 

 

１ 概要 

（１）収入認定誤り（老人扶養控除漏れ） 

   親族等に扶養されている県営住宅の居住者が、70歳以上である場合に適用される所得

控除について、名義人（県営住宅の契約者）の一部を控除対象外としたことにより、家

賃を高い額で徴収していたもの。令和６年６月の国交省からの通知を契機に、悉皆調査

した結果、判明。 

R7.7.25 現在 

 平成 31年４月から令和６年 12月分 平成 26年４月から平成 31年３月分 

該当建設事務所 大町、北信を除く８建設事務所 佐久、諏訪、長野 

該当世帯数 63世帯（注） 13世帯 

過大徴収額 7,711,300円（注） 1,425,400円 

返還期日 令和７年３月から５月 令和７年５月から６月 

（注）長野建設事務所は、令和２年４月から令和６年 12 月分。 

 

（２）減免認定誤り 

   県営住宅の入居者からの申請に基づいて決定する「免除基準額（注）」以下の世帯のう

ち高齢者等の世帯の減免について、中信地区の建設事務所が前年度までとは異なる減免

率を適用したことにより、過大徴収となったもの。入居者からの指摘で判明。 

（注）免除基準額：入居者の収入（同居の親族の収入を含む。）が生活保護法に基づく保護の基準に相当する

ものとして知事が定める額 

 令和６年４月から令和７年１月分 

該当建設事務所 中信地区の建設事務所 

該当世帯数 81世帯（注） 

過大徴収額 2,317,000円（注） 

返還期日 令和７年３月 14日（金） 

（注）令和６年度において、新たに減免率 1/2 を遡及して適用した世帯分を含む。 

また、入居者の同意を得て滞納家賃等に充当した９世帯分は含んでいない。 

 

２ 原因 

  業務マニュアルにおいて、当該事務の記載が不十分で、家賃算定の取扱いに差が生じた

ことによる。 

 

３ 今後の対応 

  関係機関と協議の上、規則及び内規等を改正予定。 
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１ 概要 

 ①収入認定 

   親族等に扶養されている県営住宅の居住者が、70歳以上である場合に適用される所得控

除について、名義人（県営住宅の契約者）を控除対象外としたことにより、家賃を高い額

で徴収していたもの。 

  〇該当世帯：65世帯   

〇過大徴収額（令和２年４月から令和６年９月までの合計）：7,063,500円 

 ②減免認定 

   県営住宅の入居者からの申請に基づいて決定する「免除基準額（注）」以下の世帯のうち

高齢者等の減免について、中信地区の建設事務所が異なる減免率を適用したことにより、

結果的に過大徴収となったもの。 

（注）免除基準額：入居者の収入（同居の親族の収入を含む。）が生活保護法に基づく保護の基準に相当するも

のとして知事が定める額 

〇該当世帯：87世帯   

〇過大徴収額（令和６年４月から令和７年 1月まで）の合計：2,333,600円 

 

２ 原因 

  業務マニュアルにおいて、当該事務の記載が不十分で、家賃算定の取扱いに差が生じたこ

とが主な原因です。 

 

３ 対応 

  該当の世帯には、原則として職員が訪問して説明の上、お詫びを行っています。 

 ①収入認定 

   過去 10年（平成 26年４月から令和６年９月まで）の過大徴収分を返還します。 

   なお、令和２年３月以前の過大徴収分については、文書の保存期間が過ぎているため、

該当すると思われる方は、返還のための確認を行いますので、お手数ですが県庁公営住宅

室までご連絡をお願いします。 

 ②減免認定 

   過大徴収分（令和６年４月から令和７年 1月まで）を返還します。 

県営住宅の家賃算定において、①収入認定及び②減免認定に係る過大徴収がありました。 

入居者の皆様に深くお詫びいたします。 

今後、法令解釈の徹底や規定の明確化等を図り、再発防止に努めてまいります。 

長野県（建設部）プレスリリース 令和７年（2025 年）２月 10 日 

 

県営住宅の家賃で過大徴収がありました 

 

（問合せ先） 

担  当 建設部建築住宅課公営住宅室管理係  

堀田、岡崎 

電  話 026-235-7337（直通） 

     026-232-0111（代表）内線 3653 

ファクシミリ 026-235-7479 

電子メール jutaku@pref.nagano.lg.jp 


